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公 明 党 要 望 項 目 一 覧 

令和２年度当初予算分 

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

【各種団体等への支援の充実 】 
以下の各種団体への支援、並びに団体がおこなう事業への支援充実を

求める。 

 

 ＊鳥取県私立学校協会 
  ・鳥取県私立学校協会事業に対する補助金支援の強化 

鳥取県私立学校協会の行う教育研究等の事業に対しては、引き続き補助を行っていく。 
・私立学校支援等事業（私立学校協会補助金 １，７７０千円） 

 ＊私立中学高等学校部会、鳥取県私立中学高等学校 PTA 連合会 
  ・働き方改革の推進に当たり、外部人材の活用等への支援充実、休

日等の大会への教員派遣の軽減。 

スクールサポートスタッフや部活動指導員等の外部人材の配置に対する補助限度額を

拡充する。 

  ・私立学校教育振興補助金の拡充（寮に対する支援、県外・国外生

徒受け入れ支援の拡大） 
・補助対象範囲の拡大（専門的な知識を持った人材の確保等に係る

費用） 
 
 
 
 
 

引き続き、県外生徒等の募集、受入の支援として、寮の舎監の配置経費及び既存建物

の改造による寮の整備経費について補助を行うとともに、各学校の特色ある取組に対し

て支援を行っていく。 
・私立学校教育振興補助金１，９１０，０８１千円 
・私立学校施設整備費補助金（私立高等学校等大規模修繕等促進事業補助金  
１０，８００千円） 

 ・就学金支援金制度の条件の緩和（激変緩和として５９０万以上にも

支援） 
  

令和２年４月から予定されている国の私立高等学校授業料の実質無償化は、年収約５

９０万円未満の世帯の教育費負担の軽減を図ろうとするものであるが、県としても国の

制度に上乗せした支援を行うとともに、私立中学校の授業料等についても高校と同様の

制度を県独自に創設する。 
・私立中学・高校生への学びの応援事業 １０２，５７４千円 

 ・知事部局と各学校の情報の共有化 引き続き、私学協会を通して各学校との情報の共有化を適切に行っていく。 
 

 ＊幼稚園・認定こども園部会、鳥取県私立幼稚園・認定こども園ＰＴ

Ａ連合会 
  ・鳥取県私立幼稚園運営費補助金の拡充 
 
 

幼稚園教諭に対する処遇改善のための助成単価を増額する。 
なお、私立幼稚園の運営費補助単価については、幼児教育・保育無償化が通年実施と

なる令和２年度の動向や、子ども・子育て支援新制度への幼稚園の移行希望等を踏まえ、

今後検討していく。 

・私立幼稚園等運営費補助金 ２３８，０３７千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

  ・２歳児受け入れ支援 幼稚園における２歳児の受入に際しては、子育て支援活動への助成や、子ども・子育

て支援交付金（一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ））による支援を引き続き行っていく。 

  ・幼稚園教員・保育士の人材確保 人材確保については、保育士・保育所支援センターによる潜在保育士等の就職支援や

現職保育士の相談窓口の設置、１対１で支援するエルダー制度の普及などを引き続き実

施するとともに、保育士養成校に進学する学生に対する修学資金貸付などの経済支援を

行い、人材確保に取り組んでいく。 

・私立幼稚園等運営費補助金 ２３８，０３７千円 

・保育士確保対策強化事業  １０７，４７１千円 

 ＊専修各種学校部会 
  ・関係機関との連携強化支援 

・各種学校への支援 

専修学校・各種学校については、関連部局で連携・協力して必要な支援を行っており、

今後も地元で学び、地元で働く若者を増やすため、連携強化に一層努めていく。 

  ・総合教育推進課以外の関連部署、主管課への協力要請支援 
   （【新】「鳥取県介護福祉士等修学資金就学生」制度継続。早期募

集。募集人数拡大） 

鳥取県介護福祉士等修学資金については制度を継続するとともに、早期募集等につい

ては実施主体である鳥取県社会福祉協議会と連携しつつ検討する。 
・介護福祉士等修学資金貸付事業 ４，２７６千円 

・専修学校運営費補助金の増額 
・【新】高等専修学校（技能教育施設）への支援充実。 
・専門学校生徒・保護者への助成 
 

私立専修学校については、引き続きこれまでと同様に運営費支援を行っていく。 
なお、来年度から国の高等教育の修学支援新制度により、低所得者世帯の専門学校生

について、授業料等の減免及び給付型奨学金の支給による経済的支援が行われることと

なっており、県独自の学費支援は考えていない。 
・私立学校教育振興補助金（私立専修学校教育振興補助金） １５１，５５９千円 
・私立学校支援等事業（私立学校協会補助金） １，７７０千円 

・【新】県内専門学校（専修学校専門課程）進学フェアー助成金の

増額。 
平成３０年度から行っている県内専門学校（専修学校専門課程）進学フェア開催経費

に対する助成については、協会の意見をよく聞きながら、必要な支援を行っていく。 
 

・【新】勝田ケ丘志学館運営上の問題点の善処。 
 

志学館への県立高校施設の使用許可等にあたっては、鳥取県公有財産事務取扱規則等
に規定されている許可条件に基づいた運営となっていることが必須であり、財産使用許
可に基づいた運営を行っているか点検を実施していく。 
なお、現役生に対して行われた講習については、１１月１１日以降の講習を取りやめ

られている。志学館には、この度の私立学校協会からの意見を伝えるとともに、当該法
人の開校による私立の各種学校への影響については、引き続き注視していきたい。 
 

  ・県内専門学校卒業生を採用する県内企業への助成 
 
 

専門学校卒業生も含めた若者の県内就職・定着の促進並びに企業の人材確保を更に促

進するとともに、引き続き鳥取県産業成長応援補助金などによる生産性向上や働き方改

革等を通じて、若者にとって魅力ある企業づくりを支援していく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

・県内高校生に対する運転免許取得のための夏休みからの早期通学

許可をすること 
 
 
 

昨年度、一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会からの要望を受け、警察庁

及び文部科学省を通じて、各学校で適切に対応するよう通知があり、県教育委員会とし

ても、当該通知を踏まえて適切に対応するよう各県立学校に通知している。就職時の際

に免許を必要とする生徒が、免許を取得できなかったということにならないよう、各学

校が適切な対応をとるよう、引き続き、校長会等を通じて働きかける。 
・教習車両に対する自動車税の課税免除 
 
 
 
 

教習車の自動車税軽減については、平成１８年度に見直しが行われ、一定の公益性は

認められるものの、収益事業であることや自動車税に道路損傷負担金の側面がある等の

観点により、全額免除から営業車並み課税としたところである。 
交通安全施策における自動車教習事業の公益性や法人の経営状況等を把握した上で、

課税免除の是非を検討する。 
・高齢者講習、認知機能検査委託料（単価）引き上げ及び同講習・

検査実施に対する補助 
 

 

高齢者講習等の委託料は、その財源とする手数料額が道路交通法施行令で定める手数

料額を標準として、各都道府県において条例で規定されており、本県の高齢者講習・認

知機能検査の委託料については、その額の範囲内で、物件費や人件費を算出した上で設

定しているところである。 
 ＊鳥取県私学振興会 
  ・退職金給付資金給付制度及び共済制度に対する補助率の堅持。 
  ・私学共済制度に対する補助の堅持。 

・私立学校経営相談事業に対する補助金の堅持 
・「最新教育課題調査研究事業」への助成。 

鳥取県私学振興会に対しては、経営に係わる調査研究に係る支援を引き続き支援を行

っていく。 
また、私立学校支援等事業において、県内私立学校の教職員を対象とした研修、教育

研究などに係る経費を補助の対象としており、教育環境や制度等の研究調査への支援も

可能であり、引き続き支援を行っていく。 
・私立学校支援等事業（私立学校教職員退職金給付財源補助金） ８７，７８６千円 
・私立学校支援等事業（日本私立学校振興・共済事業団補助金） １４，５７０千円 
・私立学校支援等事業（私立学校経営相談事業補助金） ３１４千円 
・私立学校支援等事業（私立学校協会補助金） １，７７０千円 

〇鳥取県商工会連合会 
 ＊小規模事業者等経営支援交付金事業への継続支援 

＊事業承継対策事業への継続支援 
 ＊創業・企業対策事業への継続支援 

＊販路開拓・需要創出対策事業への継続支援拡充 
＊【新規】消費税対策支援（相談窓口設置・巡回支援等） 

 ＊中小企業診断士養成コース派遣事業への継続支援 
 
 
 

鳥取県商工会連合会の要望６項目については、いずれも小規模事業者等経営支援交付

金で支援する。 
・小規模事業者等経営支援交付金（商工会・商工会連合会、商工会議所） 

 ８７３，１３７千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

〇鳥取県社会福祉協議会 
 ＊地域共生社会の実現に向けた仕組みづくりと体制整備について 

・法改正を踏まえた地域福祉計画の策定を進めるとともに、社会福

祉協議会の地域福祉活動と一体的な計画となるよう策定・改定す

ること。 
 

県と県社会福祉協議会が共同して、市町村と市町村社会福祉協議会を対象とした地域
福祉推進に関するセミナーを開催し、社会福祉法の改正を踏まえた理念の共有を図ると
ともに地域福祉計画と地域福祉活動計画が一体的に策定されるように情報提供や働きか
けを行っていく。また、国が新たに実施する地域共生社会に向けた包括的支援体制構築
事業（市町村が市町村社会福祉協議会と連携した地域住民の複合化・複雑化した支援ニ
ーズに対応する包括的な相談支援体制の構築）についても、積極的に活用されるよう市
町村へ情報提供し、人材育成等を行うなどの実践的な取組を支援していく。 
・市町村包括的福祉支援体制整備推進事業 １１，１７５千円 

 ＊日常生活自立支援事業は権利擁護施策と一体的に市町村での取り

組みとして移行されるよう、国への働きかけと財源の確保への支援 
 

 
 

県では、平成２９年度から全市町村社会福祉協議会において日常生活自立支援事業に

取り組んでおり、事業の必要額を確保する。国へは当該事業を市町村における権利擁護

施策との一体的な取組として移行し、必要な財源措置がなされるよう、引き続き働きか

けていく。 
・日常生活自立支援事業 ４４，４４１千円 

＊第３６回（令和５年度）全国健康福祉祭（ねんりんピック）鳥取県

開催について、各種団体等の協力、運営支援、財政支援等大会に向

けて取り組み推進すること。 

令和５年度に本県での開催が決定しているねんりんピック（全国健康福祉祭）に関し

ては、令和３年度に本県で一部競技が開催される「ワールドマスターズゲームズ２０２

１関西」と連携したＰＲや、今後、各関係機関と連携し、プレイベント等を通して大会

の周知・浸透を図り、取組を推進していく。 
＊不足する福祉・介護人材の確保に向けた支援強化について 
・人材発掘、マッチング機能強化の為に「就職支援コーディネータ

ー」の設置。 
・介護人材の参入促進の為の「介護福祉士等修学資金貸付事業」の

資金確保、法人保証制度の創設。 

介護人材の確保のため、「就職支援コーディネーター」を増員配置する。 

「介護福祉士等修学資金貸付事業」については、貸付原資を国へ要望するとともに、

法人保証については、実施主体である鳥取県社会福祉協議会に、連帯保証人として法人

を認めるように通知し、令和元年１２月から取り扱いを見直されたところである。 

・｢介護で働きたい！｣を増やす参入促進事業（介護人材確保のためのマッチング機能

強化事業） ９,６１６千円 

・介護福祉士等修学資金貸付事業 ４,２７６千円 

 
〇鳥取県民生児童委員協議会 
 ＊民生委員・児童委員活動に対する補助金確保の支援 
 ＊さらに民生児童委員活動を充実させるための活動環境整備への支

援            

民生委員・児童委員には一層の活動の充実に資するため、要望額どおり助成する。 
・民生委員費（民生委員活動費） ６３，５２９千円 
・民生委員費（地区民生児童委員協議会等補助金） １５，５００千円 
 
民生委員制度や活動については、県民の方が正しく理解していただけるよう、引き続

き県政だより、新聞等各種媒体を活用して周知していく。また、県の関係課や市町村に

対して、民生児童委員が行っている業務について見直すことにより、負担を軽減するよ

う通知している。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

〇鳥取県老人クラブ連合会 
 ＊単位老人クラブ・県・市町村老人クラブ連合会の活動の補助支援 
 ＊健康づくり・介護予防支援事業、地域支え合い事業、若手高齢者組

織化・活動支援事業等への経費支援 

単位老人クラブの活動や健康づくり・介護予防支援事業等の活動を対象とした県・市

町村老人クラブ連合会に対する支援を行う。 

・いきいきシニア人生充実応援事業（いきいき高齢者クラブ活動支援補助金）  

３４，２６４千円 
〇鳥取県手をつなぐ育成会 
 ＊親亡き後の安心サポート体制の構築への支援 
  ・安心サポートファイルの普及、コーディネーターの設置 
 ＊「親亡き後等に関する保護者アンケート調査報告書等」での提言を

具体化する検討委員会の設置等支援 

安心サポートファイルを活用した普及啓発とコーディネーター配置及び検討委員会の

設置に継続して取り組む。 
・親亡き後の安心サポート体制構築事業 ３，５１１千円 
 

 
＊障がい者社会参加促進事業等への助成支援 

 
 育成会が実施する大会等障がい者の社会参加を促進する取組への助成を継続する。 
・地域生活支援事業（障がい者社会参加促進事業） １２，５０８千円 
 

 ＊障害者手帳カード化では、当事者の希望に沿って選択ができるよう

にすること。 
 課題を共有する各都道府県と連携しながら、療育手帳、身体障害者手帳及び精神障害

者保健福祉手帳の３障がいについて、カード化に向けた検討を行っている。手帳所持者

にとって使いやすい制度となるよう、検討を進めていく。 
〇鳥取県肢体不自由児協会 
 ＊肢体不自由児の療育普及と、その福祉増進をはかる機関紙発行事業

への支援 
 ＊第５５回鳥取県肢体不自由児者父母の大会開催事業への支援 

協会が実施する事業（機関紙「いずみ」発行、父母の会大会開催経費）への助成を継

続する。 
・鳥取県社会福祉事業包括支援事業（機関紙、大会助成） ７５０千円 

 ＊重症心身障がい児者の生活の質の向上に向け、リハビリを生活介護

や日中一時の事業所で行える制度の創設並びに歯科医院のバリア

フリー化の推進。 

 重度の障がい児者の生活の質が向上するように手厚い支援を行うことなど、地域の実

情に応じた障害福祉サービスの充実に向けて、引き続き国に要望を行っていく。 

〇鳥取県母子寡婦福祉連合会 
 ＊親と子の貧困対策を推進 
  ・総合的支援のための相談窓口の機能を持ち、気軽に相談や交流が

できる常設サロン（学習支援も併設）を設置すること。 
  ・ひとり親家庭の時間外や休日等の相談窓口の設置と人材の配置を

推進。 
  ・学習支援では英語を主とした外部講師による異文化学習指導を取

り入れること。 

ひとり親家庭の父母・寡婦に関する総合的な相談窓口としては、各福祉事務所に母子

父子自立支援員が配置されているほか、行政窓口以外の身近な相談先として、鳥取県母

子寡婦福祉連合会に委託し、家庭福祉推進員を設置しており、さらに、スマートフォン

にも対応した「鳥取県ひとり親家庭等支援サイト」を通じてメールでの相談も受け付け

ているところである。ひとり親等の相談窓口としてはこれらのものを活用していきたい。 
また、ひとり親家庭の子どもの学習支援事業は、現在ひとり親家庭の子どもを対象に

含む学習支援事業が県内全市町村で実施されているところである。親の多忙や経済的事

情等から子どもの学習に関わる機会が少なくなりがちなひとり親家庭の子どもの学習意

欲向上を図るため、送迎支援に対する単県補助を引き続き行うことなどにより、市町村

における事業実施を推進する。 
・ひとり親家庭生活支援事業（ひとり親家庭学習支援事業） ８，６２４千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

〇鳥取県農業協同組合中央会・鳥取県農業農政協議会 
【米穀関係】 
 ＊地域営農の継続的発展に資する JA 営農関連施設の機能向上等への

支援と鳥取県産米「星空舞」の推進について 
  ・営農関連利用施設の機能向上支援を具体化し、生産者負担軽減へ

の支援。（園芸産地活力増進事業と同様の事業を新設又は適用拡

大） 
  ・生産対策と販売対策の充実に向けて県の支援継続。 
 
 
 
 
 
 
 
 

施設再編や必要な施設や設備の見極めを行うための総合コンサルタントに係る研究会

を立ち上げ、施設の長寿命化や再編等に必要な取組について支援を行う。 

・米穀施設長寿命化等対策推進事業 ３，９４０千円 

 

「星空舞」のブランド化については、生産者と一体となって生産対策、販売対策を行 

っていく。 

・生産体制の確立（栽培コンテスト、作柄検討会の開催、展示圃の設置等）に取り組む。 

・極良食味米（プレミアム米）の栽培技術の確立のための支援を行う。 
・統一パッケージを活用したブランドイメージの定着、首都圏や関西圏での情報発信に

よる全国的な認知度向上対策に取り組む。 
・全農とっとりが行う試食販売や販路拡大への支援のほか、新たに県内ＪＡ・米卸等が

実施する販売促進活動に対しての支援を行う。 
・県内での消費拡大及び認知度向上には、食育授業と併せて学校給食へ提供し子どもた

ちに食べておいしさを知ってもらうことは重要であるため、定期的に学校給食で提供

する日を設けるなど、関係者と協議する。 
・「星空舞」ブランド化推進事業 ２４，６４４千円 
 

＊農業用廃プラスチック処理対策（地域循環共生圏の実現） 
  ・ＳＤＧｓに掲げられた取り組みの環境問題対応について、農業分

野での農家の負担軽減助成の支援 
 

ＪＡや外部有識者、県等で構成する「農業用廃プラスチック等適正処理対策推進協議

会（仮称）」を設け、代替新資材（生分解性マルチ等）活用の調査研究を行うなど、対策

について検討していく。 

・農業用廃プラスチック等適正処理対策推進事業 １，１１６千円 

 
【果樹・野菜関係】 
 ＊国府ぶどう生産拡大にかかる施設等整備について（鳥取いなば） 
  ・盆前出荷と病害虫発生抑制のためのハウス、雨除けトンネル施設

への支援 
  ・安定栽培と作業の省力化に繋がる根域制限設備、乗用モア、管理

機等への支援 
  ・「万葉のしずく」としてブランド力向上に向けた、主力品種・新

品種植栽の苗木、資材等への支援 
 

国府ぶどうの１ｈａの面積拡大に必要なハウス施設、機械、資材等は、国の「産地生

産基盤パワーアップ事業」の活用に向けて、関係機関で協議を進めており、併せて低コ

ストハウス仕様の開発を進め「鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業」の活

用を検討している。 
巨峰・ピオーネ、シャインマスカット等の植栽にかかる苗木及び資材等への支援につ

いては、国の果樹経営支援対策事業及び県の鳥取柿ぶどう生産振興事業で支援する。 

・【２月臨時補正】鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業の内数  
２５，４９９千円 

・鳥取柿ぶどう生産振興事業 ４６，８２６千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

【園芸関係】 
 ＊鳥取県ブランド品目の生産振興支援（鳥取中央） 
  ・苺団地化を進めるに当たり、単県事業の創設。 
  ・鳥取二十世紀梨の振興について、鳥取梨生産振興事業のメニュー

追加支援 
 
 
 

県育成品種「とっておき」の推進については、生産力強化に向けイチゴ用大型低コス

トハウスの開発や単収向上向けた資材支援などを実施する。 

・戦略的園芸品目（イチゴ「とっておき」）総合対策事業 ２７，３７２千円 

 

「鳥取二十世紀梨ブランド」の維持に向けて、今年度、農業団体、鳥取大学、県等関

係機関で「未来へつなぐ とっとり梨生産振興プラン」の策定を進めている。この中でハ

ウス栽培も含めた「二十世紀」の重要性と支援の必要性について意見が一致しており、

ハウス施設整備への支援を実施する。 

・鳥取梨生産振興事業（「二十世紀」再興特別対策事業） ６０，３００千円 

【営農振興事業関係】 
 ＊農業振興事業における目標設定要件等の見直しについて（鳥取西

部） 
  ・地域保全や集落内の営農活動を基盤とする集落営農組織の特性を

鑑み、集落営農を１０年程度継続することや地域保全等を条件と

して、規模拡大を伴わなくても機械設備の再取得が可能となるよ

う県事業の要件を緩和。 
  ・同型の性能を有する機械設備でも、地域の営農条件を考慮した選

択ができるよう県事業要件の緩和。 

がんばる農家プラン事業の２回目以降の要件については、現場からの要望を受け、規

模拡大だけでなく、付加価値の増加を新たな選択肢として追加する。 
がんばる農家プラン事業は産地・経営の発展につながる取組を支援しており、労力軽

減や効率化等、規模拡大に限らず経営発展を目的とした機械導入であれば対象とできる

と考える。 
また、集落営農組織を将来にわたって維持、継承していくための後継者確保、畦畔管

理の省力化などの取組等に対する新たな支援を行う。 
・集落営農体制強化支援事業 ３７，３７０千円 
 

【酪農関係】 
 ＊災害時に備えて貯留量を確保できる６０ｔ生乳貯留タンク（サイロ

タンク）の導入への支援（大山乳業農協） 

当初予算での支援を行う。 
・フードビジネス拡大支援事業 １９，９００千円 

 
【畜産関係】 
 ＊食肉処理、加工事業等再編成への支援（全農とっとり） 

ＪＡグループにおける再編の検討にあたっては、県としてもしっかりサポートし、再

編となった場合は、国事業の活用も含め必要な支援策を検討したい。 
〇鳥取県農業会議 
 ＊農業委員会活動強化対策事業への継続支援 
 ＊農業会議運営・活動費確保への継続支援 

＊機構集積支援事業への継続支援 
＊新規就農者早期育成支援事業への継続支援 

 ＊農業法人設立・経営力向上支援事業への継続支援 

県農業会議関係事業については、各種事業が継続できるよう次のとおり実施する。 

・農地利用適正化総合推進事業（農業委員会活動強化対策事業 ８，６７４千円） 
・農地利用適正化総合推進事業 
（農業委員会ネットワーク機構負担金 １０，６０６千円） 

 （運営事務費 ２，５６５千円） 

・農地利用適正化総合推進事業（機構集積支援事業 １３，１３０千円） 
・農の雇用ステップアップ支援事業 
 （未来を託す農場リーダー育成事業 ６０，９６０千円） 

・農業経営法人化総合支援事業 
（農業法人設立・経営力向上支援事業 ８，３５９千円） 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

〇鳥取県森林組合連合会 
 ＊林業イノベーションの推進 
  ・ＩＴＣによるスマート林業の推進支援 

（森林クラウドシステム運用の円滑な推進） 
   （【新】県森林クラウドシステムの森林簿や林地台帳等データー

更新システムの充実） 
 
 
 
 

 

県は、これまでの森林クラウドシステム活用研修に加え、航空レーザー計測の進展を

踏まえ、これらのデータを自在に活用して、高精度な森林経営計画や効率的な森林施業

計画が立案出来るスマート林業技術者の育成を行う。 
・スマート林業実践事業 １９１，８７７千円 
森林簿の更新は、県が、５年毎に実施しているほか、林地台帳の更新は、市町村が、

毎年実施するよう指導されており、これらの更新情報は、クラウドシステムを通じて都

度提供する。また、航空レーザー計測は、早期実施に向けて引き続き国に働きかけると

ともに、林業分野以外での活用についても検討する。 
・【２月臨時補正】林業・木材産業強化総合対策事業（航空レーザー計測） 

７５，０００千円 
・スマート林業実践事業（航空レーザー計測事業） １７７，１４０千円 

 ・【新】早生樹等の植栽を造林事業対象とすること 令和２年度上期に、コウヨウザン植栽を造林事業の対象とする外国産樹種承認が得ら

れるよう、令和元年度中に林野庁へ申請する方向で調整中である。 
＊森林整備事業と予算確保 

  ・下刈作業標準単価見直し（アップ） 
 

 

下刈りの標準単価は、国の定める作業工程に基づき設定することとされている。国に

おいて、標準的な工程の整備に向けた検討を行うため、例年工程分析調査の依頼がなさ

れており、現場実態が適正に作業工程に反映されるよう、調査への協力を関係団体に働

きかけていく。 
  ・造林補助金の十分な確保と活用緩和改善 
 
 
 

 

予算確保については、引き続き国へ要望していく。 
事前申請であれば、申請書提出のために配分額を知らせる必要があったが、双方の事

務簡素化を目的に事後申請へと切り替わった経緯がある。予算状況周知については、適

宜、各地方事務所を通じて丁寧な説明に努めている。 
・造林事業 ８９０，８７１千円 

  ・【新】造林事業基本単価及び各諸費用の増額 
 

 

造林事業の標準単価及び諸経費は、国の定める作業工程等に基づき設定することとさ

れており、現場実態が適正に反映されるよう、国の工程分析調査への協力を関係団体に

働きかけていく。 
・【新】森林経営計画の認定を受けた森林で行う全施業種（新植等）

補助率の嵩上げ、除伐と保育間伐にかかる標準単価の見直し（増

設）。 
 

造林事業の補助率の嵩上げは、今後とも県内実態を把握しながら必要に応じて検討し

ていく。 
除伐及び保育間伐の標準単価は、国の定める作業工程に基づき設定しており、現場実

態が適正に単価へ設定されるよう、例年行われる林野庁の工程分析調査への協力を関係

団体に働きかけていく。 
・【新】急峻かつ遠隔な地域から森林整備の要望があった場合、造

林事業にかかる７例級以上での切捨間伐５ｈａ、１０㎡以上搬出

量確保の要件緩和 

急峻かつ遠隔等の理由により搬出間伐が困難である森林については、林業専用道等の

基盤整備などに対して支援していきたい。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊主伐・再造林の推進 
 ・造林事業における、再造林（地拵え、植栽、下刈、作業道）に対

する補助率を樹種に関係なく９０％にすること。 

補助率の嵩上げについては、再造林にかかる植栽及び下刈り等の保育作業について、

植栽樹種に関わらず９０％までとするよう見直しを行う。 
・皆伐再造林推進事業 １４，０００千円 

・【新】県内におけるコンテナ苗増産体制の整備、農山漁村地域整

備交付金（花粉発生源対（皆伐再造林））の予算増額 
 
・森林所有者が再造林、保育事業（雪起こし・下刈り）に係る費用

負担の無いように、国・県の補助額の嵩上げ 
 

再造林に必要な苗木の確保は、技術的支援に加え、苗木生産者等が行うコンテナ苗木

の生産施設整備支援など、再造林に必要な苗木の確保に向けて引き続き取り組んでいき

たい。農山漁村地域整備交付金の確保については、引き続き国へ要望していく。 
再造林にかかる植栽及び下刈り等の保育作業に係る補助率を、植栽樹種に関わらず９

０％までとするよう、県費嵩上げについて、見直しを行う。 
・皆伐再造林推進事業 １４，０００千円 

＊間伐材搬出等事業の継続支援 
 

搬出間伐を推進するため、搬出間伐材搬出等の事業を継続する。 
・間伐材搬出等事業 ６６１，４７９千円 

＊路網整備 
  ・【新】生産コスト削減のための林業専用道の整備推進 
 
 
 

 

地方公共団体による林業専用道の整備については、今後とも公共性、路網配置、規模、

事業効果等を総合的に勘案し、必要に応じて県または市町で実施していく。 
・【２月補正】【県営】森林環境保全整備林道事業（富海福山線）  

１００，０００千円 
・【県営】森林環境保全整備林道事業（富海福山線） １００，０００千円 
・【団体営】森林環境保全整備林道事業（宇波竹之下線） ４０，１５０千円 

・【新】予算不足、制度改正等で開設できない路線が多い、継続し

て開設していく為に、他県同様に林業専用道の事業主体を地方公

共団体とすることについて、地町村へ呼びかけへの支援 
 
 
 
 
 

林業専用道の整備については、施業地の奥地化に対応するため、今回更なる見直しを

行う。 
地方公共団体による林業専用道の整備については、今後とも公共性、路網配置、規模、

事業効果等を総合的に勘案し、必要に応じて県または市町で実施していく。 
・【２月補正】【県営】森林環境保全整備林道事業（富海福山線）１００，０００千円 
・【県営】森林環境保全整備林道事業（富海福山線） １００，０００千円 
・【団体営】森林環境保全整備林道事業（宇波竹之下線） ４０，１５０千円 
・路網整備推進事業 ５３３，２３９千円 

・路網整備をさらに促進する為、林業専用道（規格相当）整備にか

かる補助事業の継続支援 
 

林業専用道の開設に係る予算については、２月臨時補正、当初予算で計上することと

する。 
・【２月臨時補正】林業・木材産業強化総合対策事業（路網整備） ９１，０９７千円 
・路網整備推進事業 ５３３，２３９千円 

・【新】林道専用道開設経費のうち、国補助制度を超える経費に対

し、助成の嵩上げ支援 
 

林業専用道の整備については、施業地の奥地化に対応するため、更なる見直しを行う。 
・【２月臨時補正】林業・木材産業強化総合対策事業（路網整備） ９１，０９７千円 
・路網整備推進事業 ５３３，２３９千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

・【新】既設林道・作業道・アクセス道修繕に対する整備助成金の

創設支援 
 
 

関係者から具体的な実情を聞きながら、既存事業で対応できない部分について支援の

あり方を検討していく。 
・しっかり守る農林基盤交付金 ２１０，０００千円 
・路網整備推進事業 ５３３，２３９千円 

 ＊高性能林業機械 
  ・森林整備事業で使用するリース支援での十分な予算確保。 
   ・【新】高性能林業機械購入の支援事業継続と、補助対象に小型ト

ラックを含めること 
 

県単の高性能林業機械リース等に係る予算については、要望等を踏まえて当初予算に

計上することとする。 
・低コスト林業機械リース等支援事業（県単事業） ７３，０５４千円 
間伐現場の奥地化に伴う小型トラックの導入に対する助成制度を設ける。 
・低コスト林業機械リース等支援事業（県単事業） ７３，０５４千円 

＊県産材の販路拡大・利用拡大 
  ・【新】優良製材品にかかる台湾・韓国等海外への販路拡大と運賃

等への支援 

韓国への継続輸出に加え、新たな輸出先の調査等を実施する。 
・「木づかいの国とっとり」県産木製品輸出チャレンジ事業 ６，２３０千円 

 
  ・【新】公共建設物等への森林認証材の活用と、利用にかかる上乗

せ助成支援 
 
 
 

公共建築物における県産材の活用については、「鳥取県産材産地証明制度」の認証を受

けた材料を使用している。森林認証材については、県内の森林組合における森林認証の

取得状況が限定的（８団体中３団体）であるため、現時点では活用していない状況であ

る。併せて助成の方法等についても業界の意見を聞きながら、今後の県内事業者の森林

認証取得状況を踏まえ検討していきたい。 
 

  ・【新】とっとり住まいる支援事業の助成対象の拡充、森林認証材

を使用した場合の助成制度の新設、中小工務店に対するＣoＣ認

証取得助成制度の新設 
 
 
 
 
 
 
 

 

森林認証材は原木市場から工務店に至る各事業体でＣｏＣ認証の取得が必要だが、ま

だ県内にＣｏＣ認証を持つ木材問屋、プレカット工場、工務店がないことから、今後事

業者のＣｏＣ認証の取得が進み、森林認証材の供給体制が整うような状況になれば助成

を検討したい。なお、農業施設等への支援については、既存事業の活用を検討していた

だきたい。 
県産材需要拡大のため、とっとり住まいる支援事業において、内装木質化への新たな

支援事業を設けるとともに、新たに非住宅建築物の木造化への支援事業を創設する。Ｃ

ｏＣ認証取得への支援については、関係者から具体的な実情を聞きながら検討したい。 
・県産材利用促進に向けた非住宅建築モデル推進事業 １０，６９９千円  

 

 ＊【新】県産材利用促進条例の制定 
 
 

 

本県には、県の責務、事業者の役割等を明らかにし、県内の経済の発展等を目的とし

た産業振興条例があり、また、県産材の利用促進については、鳥取県産材利用促進指針

に掲げる取組で成果を上げていることから、引き続きこれらの制度に沿った取組を進め

ていく。 



 11

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊人材育成・確保 
  ・【新】県版緑の雇用について、安全向上対策費対象外の資材購入

への助成拡充 

国の緑の雇用緊急支援事業では対象となっているため、活用をお願いしたい。 
 
 

  ・木材運搬等効率改善事業の継続支援。 
 

当初予算で継続実施する。 
・森林整備担い手育成総合対策事業（木材運搬等効率改善事業）１，３５０千円 
 

  ・鳥取県森林整備担い手育成総合対策事業の社会保険料掛金助成事

業の継続支援 
当初予算で継続実施する。 
・森林整備担い手育成総合対策事業（社会保険料掛金助成事業）７，８５３千円 
 

＊安全対策について 
  ・【新】緊急連絡の為の携帯電話にかかるアンテナ等の設置 
 
 
 

 

携帯電話用基地局施設の整備には、国及び県では不感地区解消事業を行う市町村に対

する補助制度があり、実施主体は市町村となるので、県としても必要に応じて一緒にな

って働きかけをする。なお、不通地帯での早急な交信に対応できる衛星電話の導入の支

援制度もあるので利用していただきたい。 
・森林整備担い手育成総合対策事業（安全・安心を確保するための装備・器具等購入

費助成） ３，６７９千円 
 

  ・森林整備担い手育成対策事業にかかるチェーンソー防護衣等助成

について耐用年数等を考慮し複数回助成への見直し 
 

緑の雇用支援事業の対象であって林業事業体に就業４年目から５年目の者に対しては

２回支援するよう見直しを行う。 
・森林整備担い手育成総合対策事業（安全・安心を確保するための装備・器具等購入

費助成） ３，６０４千円 
 

 ＊【新】鳥取県木育推進事業の補助対象の拡充。 
 
 
 

 

木育の推進については、継続実施する。また、小学校等における森林教育・植樹活動

等については、森林環境保全税を活用した支援を行うほか、公益社団法人鳥取県緑化推

進委員会においても緑の募金を活用した支援を行う。 
・「木づかいの国とっとり」木育・県産材活用推進事業 ５，１２３千円 
・とっとり環境の森づくり事業（林業振興費） ９６，９１１千円 
 

＊【新】保安林内作業許可の更新については広島県と同様廃止するこ

と 
広島県では、約５年前、作業許可に係る申請期間を、工事期間から作業道の使用期間

に変更したと聞いている。本県においては、国の指導に基づき、作業道に対する作業許

可期間の上限である５年を申請期間としてきた。申請期間を(５年超の)長期とし許可期

間を５年とするような手法も可能な旨、近年国から提示されているものの、作業道の現

状把握や作業許可の管理上の問題も想定されるところであり、どのような手法が考えら

れるのか検討する。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

〇鳥取県身体障害者福祉協議会 
 ＊障がいや障がい者の正しい理解の促進について積極的に取り組む

こと 
 
 
 

県内におけるあいサポーターの数は７万５千人を超え、あいサポート運動は着実に県

民に浸透している中、今後もあいサポート条例の趣旨に従い、事業者や県民による障が

い者の方に対する理解を更に深めるため、あいサポート研修、あいサポートアート祭り、

農福連携マルシェの開催など多方面にわたって、障がい理解に繋がる施策を展開してい

く。 
・あいサポート推進事業 １２，４８６千円 

 ＊視覚障がい者にとって点字資料は大切なコミュニケーション手段、

点字資料作成の助成制度を創設すること。 
 障がい者団体がイベント等を開催する際の手話通訳者・要約筆記者等の派遣に係る経
費への支援を行うとともに、情報保障の一環として、点字資料の作成への支援も拡充す
る。 
・点字資料等作成支援事業 ３００千円 

 
〇鳥取県腎友会 
 ＊鳥取県特別医療費助成制度の継続 
 

特別医療費助成制度は、令和２年度も継続して実施する。 
・特別医療費助成事業費 １，６２３，４８２千円 
 

 ＊透析医療の充実 
  ・透析専門医（腎臓内科医）や看護師の人材確保 
  ・通院手段・費用への支援 
  ・要介護透析患者への地域支援サービスの推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

透析専門医等の人材確保は、鳥取県内の医師及び看護師の確保に向けて、医学生や看

護学生への奨学金等の貸与、地域医療体験研修、看護現場体験研修、看護職員が働き続

けられる環境の整備への支援等の総合的な医師・看護師確保策を講じ、透析専門医、・腎

臓専門医、認定看護師も含め県内で勤務する医師・看護師の確保に引き続き努める。 
また、腎臓内科などの特定の診療科に医師を誘導する措置を充実するようこれまで国 

に要望しているところであり、今後も引き続き要望していく。 
通院費については、透析患者など身体障害者手帳をお持ちの方に対するタクシー割引

制度があるほか単独で通院費助成制度を設けている市町村もあり、その活用を呼びかけ

ていく。 
 また、透析に係る医療費負担を支援するため県特別医療費助成条例に基づく現行の減

免制度を継続するなど、生活面での負担軽減を図っていくとともに、県の障がい者プラ

ンに基づき、グループホームの整備など障がい者が地域で安心して暮らせるための環境

整備にも取り組んでいく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

 ＊慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策の推進 
 ＊災害時・緊急時透析医療体制を整備すること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策について県では一般の方や医療機関、保健指導従事者を対

象とした研修会を開催し、慢性腎臓病（ＣＫＤ）の予防・早期発見の啓発に取り組むと

ともに、腎臓病患者が悩みや不安を解消して安心した生活が送れるよう鳥取県腎友会が

設置する相談窓口への補助や、かかりつけ医と腎臓専門医との連携推進に取り組んでお

り、来年度も引き続き実施する。 
・糖尿病・慢性腎臓病（ＣＫＤ）予防対策事業（慢性腎臓病（ＣＫＤ）予防対策事業） 

   ５０千円 
・腎臓病患者サポート事業 ３２８千円 
なお、災害時においても継続して人工透析の提供が必要なことから、県では、災害時

の透析医療体制の整備及び確保のため、以前から透析に精通する医師を災害医療コーデ

ィネーターとして、全県担当及び東中西部の各保健医療圏に設置をしており、「災害時に

おける透析医療の活動指針」を策定し、関係機関の役割を明確にしたところであり、こ

れに基づいて体制整備を行っている。 
 ＊臓器移植の普及促進の取り組み推進 臓器移植は、県民の理解と支援があって成り立つ制度であることから、（財）鳥取県臓

器バンクと連携等を行い、街頭キャンペーンやグリーンライトアップなど臓器提供や移

植への理解にかかる普及啓発を実施する。 
・移植医療推進事業 １６，９８０千円 

〇鳥取県精神障害者家族会連合会 
 ＊精神障がい者が安心して地域で生活できる体制の構築を推進 
  ・精神障がいへの差別と偏見、また正しい教育の低下を実感してい

るため、全県民に正しい教育・啓発を推進すること。 
  ・精神障がいのある人の就労支援について、現状制度の補完と県独

自の就労政策の構築を強く推進すること。 
  ・精神障がいのある人の高速バス・定期観光バス料金の半額への見

直し、ハイヤー、タクシー運賃割引制度適用 

県内におけるあいサポーターの数は７万５千人を超え、あいサポート運動は着実に県

民に浸透している中、今後もあいサポート条例の趣旨に従い、事業者や県民による障が

い者の方に対する理解を更に深めるため、あいサポート研修、あいサポートアート祭り、

農福連携マルシェの開催など多方面にわたって、障がい理解に繋がる施策を展開してい

く。 
・あいサポート推進事業 １２，４８６千円 
精神障がいの方等で利用日数や利用時間の短い方に適した作業の切り出しを行うこと

や来所しやすい環境を整備することで利用率を向上させ、障がいがある方が得られる工

賃の向上に資するため、令和元年度６月補正予算で就労継続支援事業所体制強化事業に

取り組んだ。令和２年度はその事業の検証を行いながら、今後の仕組みづくりに繋げて

いく。 
また、精神障がい者についても身体・知的障がい者と同等の運賃割引の対象とするよ

う、交通事業者に対する働きかけを継続していく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

〇鳥取県建設業協会 
 ＊本年度を大幅に上回る公共事業予算を確保すること。 
 ＊「防災・減災・国土強靭化のための三か年緊急対策」終了後も引き

続き、国土強靭化対策に取り組むこと。 
 

公共事業の予算については、補助金、社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金

（防災・減災、国土強靱化３か年緊急対策含む）を確保するよう令和元年８月９日、１

１月１１日に国土交通省へ要望し、また、全国知事会においても「三か年緊急対策」に

引き続き安定的・継続的に国土強靱化に必要な予算確保を要望したところであり、今後

も機会を捉えて国へ働きかけていく。 
 ＊新・担い手三法が成立したことを踏まえ、「品確法基本方針」及び

「入契法適正化指針」について公共事業発注者に周知徹底を図るこ

と。 

昨年６月の新・担い手三法の成立を受け、県内各発注機関に対して改正法の適切な運

用を通知しており、引き続き発注者協議会等の機会を通じて周知していく。 
 

 ＊「発注関係事務の運用に関する指針」について、発注者、市町村へ

周知徹底を図ること。特に、災害時の緊急性に応じた随意契約の活

用など、工事が確実に実施されるよう徹底すること。 
 

令和２年度より運用開始が予定されている「発注関係事務の運用に関する指針」につ

いては、市町村へも指針の取組みの重要性をあらゆる機会を捉えて周知する。災害時に

おける随意契約については、透明性と公正性に留意しつつ、関係団体と協議しながら、

活用の是非について検討していく。 
＊適正利潤を確保するために、最新の労務単価、資材等の実勢価格や

施工の実態等を的確に反映した予定価格を適正に設定するととも

に、低入札価格調査基準及び最低制限価格の上限枠の引き上げと計

算式の見直し、適切な設計変更に取り組むこと。 
 

予定価格の設定については、重要な資材は毎月調査するなど最新の労務単価、資材等

の実勢価格等を用いて適正に行っており、設計変更についても、引き続き適切に対応す

る。低入札価格調査基準及び最低制限価格については、企業経営に必要な一般管理費等

を検証し、計算式の見直しを検討する。 
 

＊建設現場での生産性向上に向けＩＣＴ活用推進するための人材育

成、建設機導入のための支援充実、小規模工事等も含めた積算基準

の見直し等と工事書類の標準化・簡素化に大胆に取り組むこと 
 
 
 
 
 

 

ＩＣＴ活用の人材育成については、現在、国と連携して講習会の実施などに取り組ん

でいる。ＩＣＴ建機導入の支援については、経済産業省所管の「中小企業生産性革命推

進事業」による補助金や、中小企業庁所管の「環境・エネルギー対策資金」、「ＩＴ活用

促進基金」、県の「企業自立サポート融資」の融資制度が活用可能となっており、企業に

対して積極的にＰＲしていく。また、小規模工事等の積算基準の見直しについては、さ

らなるＩＣＴ活用工事の普及を図るため、国土交通省に見直しを要望していく。なお、

工事書類の標準化・簡素化については、今年度から（一社）鳥取県土木施工管理技士会

と意見交換会を行いながら工事書類作成Ｑ＆Ａの策定などに取り組んでおり、今後も関

係団体等の意見を聞きながら取り組むこととしている。 
 

 ＊災害協定に基づき出動したときに安心して任務が果たせるように、

災害補償、労災保険、第三者への損害補償や除雪作業の待機費用、

オペレーター確保費用等の企業負担も小雪賄時に賄える仕組みを

措置すること。 

災害協定に基づいた応急対策業務に従事した者が負傷等した際の補償について、労災

保険とは別に補償を上乗せするよう、年度内の協定変更を予定している。なお、第三者

への損害補償については原則として県が負担することとしている。除雪作業における少

雪時の企業負担を減らすため、少雪で出動がない場合でも借上機械の年間管理費等の固

定経費や作業前後の待機費用を支払うこととしている。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

〇土地家屋調査士会 
 ＊狭あい道路・未登録道路の解消促進。 
  ・土地寄付による税制優遇の拡充。 
  ・整備すべき狭隘道路の優先順位を再検討。 
  ・道路整備は簡易アスファルト舗装に簡略化（工事費圧縮） 
  ・不動産登記法第１４条地図の成果を活用（測量費圧縮） 
  ・市民・県民への広報（測量費圧縮） 

 狭あい道路（幅員４ｍ未満の道路）は、日常の通行だけでなく、災害時、緊急時には

消火活動、救助活動の支障となるため、防災上、安全上の観点からも、当該道路を所管

する市町村が取り組むべき課題であるが、予算上の制約等があり、整備が遅れている。 
 県としては、要望でいただいた提案を踏まえ、県内外の先進的な取組事例の紹介や、

国の社会資本整備総合交付金の活用を促すことにより、狭あい道路の解消に向けて取り

組むよう市町村に働き掛けていく。 
 また、未登記道路については地方分権一括法により市町村に譲与されており、登記の

促進について県としては引き続き市町村からの相談に応じていく。 
〇鳥取県診療放射線技師会 
 ＊障がいを持っておられる方へのがん検診受診支援対策。 
 ＊乳がん検診受診啓発活動（ピンクリボン活動）への助成支援。 

障がいを持っておられる方のがん検診の受診の実態について、当事者団体などの意見

を聞いて検討したい。 
診療放射線技師会や患者会等が主体となって毎年６月の乳の日や乳がん月間である１

０月に鳥取市や米子市でピンクリボンフェスタ等の受診啓発活動が行われており、県で

はその際にパネル展示や情報誌への掲載等の協力を行っている。 
現在、財政面での支援は行っていないが、どのような課題や要望があるか関係団体の

意見を聞いた上で、県として支援できることがないか検討したい 
〇鳥取県言語聴覚士会 
 ＊失語症の啓蒙活動の追加事業実施。 
 ＊失語症者や家族の偉業参加に際しての適正な報酬確保と交通費支

給。 
 ＊県庁に言語聴覚士の配置。 
 ＊言語聴覚士の専門職としての適正な報酬確保と交通費支給。 

＊鳥取県に勤務する言語聴覚士の県事業への参加。 
 ＊他県の状況視察の実施。 

失語症関連の事業に継続して取り組めるよう、必要経費について当初予算に計上する

こととしており、関係団体とも調整しながら、効果的な事業執行に努めていく。 
・失語症者向け意思疎通支援事業 ３，０８９千円 
言語聴覚士の専門性を発揮する業務は県庁では行っていないため、配置は考えていな

い。 
適正な報酬確保と交通費支給、県事業への参加、他県の視察については、関係者の意

見を聞いてみたい。 

〇鳥取県ＰＴＡ協議会 
 ＊調査研究研修、機関紙発行事業、鳥取県ＰＴＡ研究大会、指導者研

修会、中国ブロック・全国研究大会派遣、社会教育団体交流室使用

助成等各事業への支援 

鳥取県ＰＴＡ協議会からの要望を踏まえ、毎年助成を行っており、引き続き支援を行

う。 
・社会教育関係団体による地域づくり支援事業（鳥取県ＰＴＡ協議会補助金） 

 ８７８千円 
〇鳥取県聴覚障害者協会 
 ＊ろう者・難聴者・中途失聴者等に対し「いつでも、どこでも、だれ

でも情報アクセシビリティ鳥取県」の構築の推進（ＮＨＫ、民放で

の字幕付与と手話画像、地域防災無線情報の伝達） 

テレビのローカルニュースにおける手話画像等の導入については、放送事業者が実施

に係る費用、実施体制等を検討し、最終的に判断されるものだが、県としても、機会を

捉えて放送事業者へ引き続き働きかけを行っていく。 
 また、市町村に対しては防災行政無線の情報など災害時の情報アクセスの確保につい

て、積極的な提供が図られるよう理解を求めていく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

〇鳥取県中小企業団体中央会 
 ＊連携推進専門員等の設置、資質向上事業への支援 
 ＊組合等設立、管理、経営事業等への支援 
 ＊連携推進専門委員等の資質向上事業への支援 

＊組合等への施策普及及び情報提供と地域産業実態調査事業への支

援 
 ＊経営力強化緊急支援、連携組織に係る支援事業への支援 

＊組合が行う共同事業、設立による新規創業事業への支援 
 

鳥取県中小企業団体中央会の要望６項目については、いずれも中小企業連携組織支援

交付金で支援する。 
・中小企業連携組織支援交付金 １００，４８５千円 

〇鳥取県信用保証協会 
 ＊信用保証料負担軽減補助金事業への支援 

資金調達力の弱い中小企業者を支援するため、制度融資を利用する中小企業者の信用

保証料の負担軽減補助を引き続き行っていく。 
・信用保証料負担軽減補助金 ３４２，８２９千円 
 

〇鳥取県漁業協同組合 
 ＊栽培漁業地域支援対策事業への継続支援 

 
 
 
 
 

 

事業の継続について当初予算で検討している。なお、イワガキ岩盤清掃実証事業につ

いては、支援を希望する地区があれば予算措置に向けて検討する。 
・放流用種苗支援事業 １４，６９０千円 
・沿岸漁業研究事業 ５，４８６千円 
・藻場造成対策事業 １，３８３千円 
・栽培漁業研究事業 ７，１３１千円 
・鳥取県水産多面機能発揮対策事業 ８０５千円 
・養殖漁業研究事業 １１，７６５千円 
 

＊栽培漁業地域支援対策事業（栽培・養殖漁業研究事業）への継続支

援 
・【新】大山ブランド化への科学的根拠づくり、アカモクの再瀬員

拡大技術開発への支援含む 
 

水産物の大山ブランド化やアカモク生産拡大に向けた技術開発を行う。 
・養殖漁業研究事業 １１，７６５千円 

 

＊災害対策事業への継続支援 
・【新】漁業操業におけるサメ対策含む 
 

 

漁場環境保全対策を継続するとともに、新たにサメの漁獲を促すため、水産物として

活用するためにサメを買い上げることへの支援を行う。 
・漁場環境保全事業 ２，９００千円（磯場資源回復緊急事業８１６千円、有害生物

駆除支援初動対応事業 ９００千円、漁具破損被害抑制事業（サメ対策）５００千

円） 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

 ＊沖合漁業漁船代船建造支援・漁船リース事業への継続支援 
 ＊沖合底びき網漁業生産体制存続事業への継続支援 

＊県産魚の消費拡大対策事業（県産漁出荷技術改良試験）への継続支

援 
 ＊漁場環境整備事業への継続支援 
 ＊漁村の活性化事業への継続支援 

沖合底びき網漁船の代船建造経費等への継続支援を行う。 
・沖合漁船支援事業 ２３，５５７千円 
・県産魚出荷技術改良試験 ７９７千円 
・フロンティア漁場整備事業負担金 ５０，３０７千円 
・浜に活！漁村の活力再生プロジェクト ２，２６０千円 

 
 ＊【新規】がんばる漁業者支援事業への支援 
 
 

沿岸漁業者等が行う省エネ等経営改善に資する漁船用機器の購入等に必要な経費に対

する継続支援を行う。 
・がんばる漁業者支援事業 １４，５８１千円 

 ＊漁業就業者確保対策事業（漁業研修事業・漁業経営開始円滑化事業）

継続への支援 
 

３親等以内の親族が指導する場合であっても、生計が異なる場合は住居・通勤手当等

の補助対象となるよう、制度の見直しを行う。 
・漁業就業者確保対策事業 ８１，７０１千円 

＊漁港・漁港施設整備事業への継続支援 
 
 

 

漁港・漁港施設整備については、利用者の意見を踏まえながら、継続して支援を行っ

ていく。 
・水産物供給基盤機能保全事業 １０３，０４９千円 
・市町管理漁港協働連携事業    ６，６００千円 

 ＊漁業共済掛金軽減事業への継続支援 日韓暫定水域（ＥＥＺ）の設定に伴い水揚げの減少が予想される漁業者等が漁業共済

組合に支払う漁業共済掛金への一定割合の継続助成を行う。 
・日韓漁業対策費 ６，９２０千円 

〇境港水産振興協会 
 ＊境港お魚ガイド活動支援事業への継続支援 

専門ガイドによる境漁港見学ツアー及び各種魚食普及活動等への継続支援を行う。 
・境港市場お魚ＰＲ事業 ４，１１７千円 
 

〇鳥取県トラック協会 
 ＊物流・県民等の利便性及び安全確保対策の充実に向けた道路関係施

設整備 
  ・鳥取西道路のチェーン着脱場施設の整備・充実への支援 
  ・鳥取西道路・道の駅「気楽里」における給油施設の設置への支援 
 ＊米子道・鳥取道の早期４車線化に向けた国、道路管理者への働きか

けへの促進 

鳥取西道路のチェーン着脱場としては、鳥取西ＩＣ・吉岡温泉ＩＣ間に良田チェーン

ベースが設置されている。更なる施設整備ついて、道路管理者の国に伝える。また、道

の駅「気楽里」の給油施設については、道の駅設置者である鳥取市が対応を検討してお

り、要望を市に伝える。 
 米子道については、９月５日に国が公表した「高速道路における安全・安心基本計画」

において、残っている暫定２車線区間がすべて４車線化の優先整備区間に選定された。 

今後も引き続き、これらの区間の早期事業化と整備中の付加車線の早期供用について、

国及び西日本高速道路株式会社に働きかける。また、鳥取道の付加車線設置による暫定

２車線の早期解消についても、引き続き国に働きかける。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

〇鳥取県高等学校ＰＴＡ連合会 
 ＊指導者養成事業への支援 
 ＊県内各地区の高Ｐ連の大会・研修会・調査研究等への支援 

鳥取県高等学校ＰＴＡ連合会からの要望を踏まえ、毎年助成を行っており、引き続き

支援を行う。 
・社会教育関係団体による地域づくり支援事業（鳥取県高等学校ＰＴＡ連合会補助金） 

１，０３７千円 
〇鳥取県小学校体育連盟 
 ＊鳥取県小学校運動記録会開催事業の継続支援 

小学校・中学校・高等学校の各体育連盟に対し、それぞれの要望を踏まえて、毎年助

成を行っており、引き続き支援を行う。 
・学校関係体育大会推進費 ３９，１８０千円（総額） 〇鳥取県中学校体育連盟 

 ＊鳥取県中学校総合体育大会運営等への継続支援 
 ＊全国大会・中国ブロック大会派遣への継続支援 
〇鳥取県高等学校体育連盟 
 ＊県高等学校体育大会、中国ブロック選手権大会、全国総合体育大会

等への派遣継続支援 
○動物愛護ボランティア団体 
 ＊現在、保健所等の収容動物に関し、避妊去勢手術の実施や、譲渡活

動、日常的な世話など、その多くが県の登録ボランティア（団体・

個人）により支えられているが、費用面に関しては手術に関しては

半額のみの助成であったり、その他は各団体・個人の手出しで行わ

れている。そうした活動を精力的に行う県登録ボランティアについ

て、委託事業とされたい。 

 県登録譲渡ボランティアに対する鳥取県動物福祉推進事業補助金は、譲渡ボランティ

アの自主的な活動を支援する目的で制度設計したものであるが、個人負担の大きい不妊

去勢手術費、猫のマイクロチップ装着費については、補助率を引き上げ、全額補助に拡

充する。 
・鳥取県動物福祉推進事業補助金 ３，８５２千円 
 

 
 ＊「飼い主のいない猫」への避妊去勢手術の助成について、対象を「飼

い主のいない猫」だけでなく「多頭飼育崩壊」につながることの多

い、「高齢者」や「低所得者」の飼い主などにもその対象を広げら

れたい。 
 
 

 本県では、市町村が飼い主のいない猫に対する不妊去勢手術助成を行っており、飼い

猫の不妊去勢手術については、公益社団法人鳥取県獣医師会が助成事業（定額：メス４

千円／頭、オス２千円／頭）を行っている。県は市町村及び獣医師会の助成事業に対し

て補助し、支援している。高齢者等を含む県民全般に対してこれらの制度の活用を働き

かけていくとともに、適正飼養の普及啓発に取り組んでいく。 
・猫不妊去勢手術助成事業費補助金（飼い猫対策） ８００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

 ＊上記の助成を使った手術後（ＴＮＲ）について、原則「エサやり禁

止」となっているが、ＴＮＲ後の給仕や掃除等を通じた管理を行う

ことで施策が広がる面もあるので、ルールの柔軟化をされたい。ま

た、助成額が県内で統一化されるよう、働きかけされたい。 
 
 
 
 

 本県では、平成３０年度から地域猫活動モデル事業を開始し、地域猫活動の普及啓発

に取り組んでいる。今後、ＴＮＲ後に給餌及び給水、排せつ物の処理等の適正な管理を

行う地域猫活動について、全県的な取組となるよう市町村や県民に対する働きかけを強

化していきたい。 
 なお、県ではＴＮＲに対する補助を行っている市町村に対して補助額の１／２を支援

しているところであるが、助成額については各市町村が定めているものである。 
・地域猫活動モデル事業 ７４０千円 
・猫不妊去勢手術助成事業費補助金（所有者のいない猫対策） １，９６３千円 

 ＊県と獣医師会との連携を強化し、期間を決めて集中的に手術を実施

されたい。 
 
 

 ＴＮＲに協力していただける動物病院数を増やすため、現在、獣医師会に働きかけを

行っているところであるが、期間を定めた集中的な手術に関しても検討をお願いしたい

と考えている。 
 

 ＊県の公表するデータのうち、「譲渡数」について「総数」だけでな

く、実態を知っていただきために「一般譲渡」「ボランティア譲渡」

「アミティエ譲渡」などの内訳についても合わせて公表されたい。 

 要望のとおり譲渡頭数の内訳についても公表する。 
 
 

 ＊災害時のペット同行（同伴）避難について、各市町村と連携して「ペ

ット同行（同伴）可能な避難所」の設置（指定）や必要な整備と、

ペット同行（同伴）での避難における飼い主（住民）への具体的な

ガイドラインや情報提供の実施。 
 
 
 
 
 
 
 

 現在、令和元年１１月から市町村も参加した防災避難対策検討会において広域避難や

避難所の充実について議論を進めている。 
 本防災避難対策検討会において、特に市町村との連携が必要な事項については、県と

市町村による「防災対策研究会」を圏域ごとに開催し、市町村の地域特性も踏まえて検

討している。（東部１／２８ 中部２／５ 西部１／２９） 
 また、新たな取組として「拠点となる避難所」を位置付け、ペット同行避難できる避

難所も「拠点となる避難所」のひとつとして、市町村が行う施設整備の費用を補助する。 
・「拠点避難所」設置モデル事業 １５，５００千円 
 なお、県地域防災計画において平時からの飼い主への情報提供やしつけなど、飼い主

として行っておくべきことについて記載の充実を図るほか、獣医師会や民間施設と連携

した一時的な預かり施設の確保についても取り組んでいく。 
 ＊西部の犬管理所と事務所の位置関係について、同一敷地内かできう

る限り近距離への設置されたい。 
 現状、西部総合事務所と犬管理所の間は約１．７ｋｍの距離であり、車で１０分程度

で到着することが可能であることから、業務上、支障はないと考えている。 
（参考：事務所と犬管理所の距離は、中部が約０．５ｋｍ、鳥取市保健所が約５．５ｋ

ｍの距離であり、西部が特段離れている状況とは言えない。）  


